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7－2　司 法 ･ 警 察


統計表の編成と基礎資料

この分野は、司法に関する統計表と警察に関する統計表で編成されている。
司法に関する統計表としては、名古屋法務局関係で不動産･商事会社の登記件数、人権侵犯事件の統計表を、ついで名古屋地方検察庁関係で検察事件の統計表を、最後に裁判所関係で刑事訴訟事件数、民事訴訟事件数、家事審判事件･調停事件数、少年保護事件人員数の統計表を掲載した。基礎資料は、すべて『名古屋市統計書』及び『名古屋市統計年鑑』であるが、統計データは、名古屋地方裁判所などの業務統計によっている。
警察に関する統計表としては、少年犯罪件数、犯罪の発生(認知)･検挙件数、特別法令違反事件数の統計表を掲載した。司法と同じく、基礎資料はすべて『名古屋市統計書』及び『名古屋市統計年鑑』であるが、司法と同様に、統計データは、愛知県警察本部などの業務統計によっている。
なお、警察に関連する統計表のうち、交通量、運転免許に関する統計表は｢5-3交通｣の分野に、道路交通事故に関する統計表は｢3-1災害･事故｣の分野に掲載した。
裁判所などの沿革

本市における裁判所などの変遷についてその概略をながめると、次図のようになる。
< 明　　　　治　> 　　　　　　　　　　　　　　　　　<　大　　　正　>　　　　　　　　　　　　　　　　　　<　昭　　　　和　>


名古屋始審裁判所

　　　　　(明15)

名古屋治安裁判所

　　　　　(明15)


名古屋控訴裁判所　　　名古屋控訴院　　
　　　　　（明14）　　　　　　　　　　（明19）
なお、昭和48年に名古屋法務合同庁舎が竣工し、現在ここに、名古屋高等検察庁、名古屋地方検察庁、名古屋区検察庁、名古屋法務局、名古屋地方更生保護委員会、名古屋保護観察所、名古屋入国管理事務所、法務総合研究所名古屋事務所などが置かれている。
愛知県における警察の始まりは、明治4年に設置された屯所(とんしょ)といわれる。その後、わが国の警察は国の機関として内務大臣のもとに統轄され、消防、産業、衛生関係などを含め広範な分野を管轄していた。第二次大戦後は、旧警察法(昭和22年)の制定により、市及び人口5,000人以上の市街的町村に｢自治体警察｣が創設され、当時愛知県下には、国家地方警察愛知県本部と国家地方警察署のほかに、名古屋市警察本部など多くの自治体警察が置かれていた。やがて昭和29年の現行警察法により、名古屋市警察は、昭和30年7月に愛知県警察に統合された。現在では、警察の中央機関として、国家公安委員会及び警察庁が置かれ、各都道府県には都道府県公安委員会のもとに都道府県警察が置かれている。
用語の解鋭

この分野で、｢認知件数｣とは警察において犯罪の発生を認知した事件の数をいい、発生件数と同じである。｢検挙件数｣とは警察において検挙した事件(解決事件)の数をいう。｢特別法犯｣とは刑法以外の法令(条例を含む)に違反した犯罪をいう。｢少年｣とは特に断りのない限り、犯行時及び処理時の年齢が共に14歳以上20歳未満の少年をいう。
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